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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第１レンズ群と、負の屈折力を有し光軸
上を移動することによって変倍作用を行う第２レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に
対して固定された第３レンズ群と、正の屈折力を有し光軸上を移動することによって結像
位置の変動を補正すると共に物体距離の変化に伴う結像位置の変化を補正する第４レンズ
群と、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第５レンズ群とが物体側より像側へ
順に配置されて構成され、前記第３レンズ群の物体側に開口絞りを有するズームレンズで
あって、
　前記第１レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第１レンズと、
該第１レンズに接合された凸レンズである第２レンズと、物体側に凸面を向けた凸メニス
カスレンズである第３レンズとが物体側より像側へ順に位置されて成り、
　前記第２レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第４レンズと、
両凹レンズである第５レンズと、該第５レンズに接合された凸レンズである第６レンズと
が物体側より像側へ順に位置されて成り、
　前記第３レンズ群は凸レンズである第７レンズから成り、
　前記第４レンズ群は少なくとも２枚以上の接合レンズから成り、
　前記第３レンズ群及び第４レンズ群には、非球面に形成された面が少なくとも１面含ま
れ、
　前記第５レンズ群は、負の屈折力を有する第５ａレンズ群と、正の屈折力を有する第５
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ｂレンズ群と、正の屈折力を有する第５ｃレンズ群とが物体側より像側へ順に位置されて
成り、
　前記第５ａレンズ群が２枚の負レンズから成り、
　前記第５ｂレンズ群を前記光軸と垂直方向の成分を有するように移動させて像を変位さ
せることが可能であり、
　以下の条件式（１）乃至条件式（４）を満足するようにされた
　ことを特徴とするズームレンズ。
（１）０．８＜ｆ３／ｆ４＜１．５
（２）０．１５＜ｆｗ／φ１＜０．１７
（３）－３．０＜ｆ５ｃ／ｆ５ａ＜－１．５
（４）０．１５＜｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜＜０．４５
但し、
ｆ３：第３レンズ群の合成焦点距離
ｆ４：第４レンズ群の合成焦点距離
ｆｗ：広角端状態におけるレンズ全系での焦点距離
φ１：第１レンズの物体側面の有効径
ｆ５ｃ：第５ｃレンズ群の合成焦点距離
ｆ５ａ：第５ａレンズ群の合成焦点距離
βａ：第５ａレンズ群の横倍率
βｂ：第５ｂレンズ群の横倍率
とする。
【請求項２】
　請求項１に記載のズームレンズにおいて、
　前記第４レンズ群が、物体側に凸面を向けた凸レンズである第８レンズと凹レンズであ
る第９レンズと凸レンズである第１０レンズとが物体側より順に接合された接合レンズか
ら成り、
　前記第４レンズ群の少なくとも最も物体側の面が非球面に形成された
　ことを特徴とするズームレンズ。
【請求項３】
　請求項１に記載のズームレンズにおいて、
　以下の条件式（５）を満足するようにされた
　ことを特徴とするズームレンズ。
（５）０．９５＜ｆ４／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜１．３
但し、
ｆｔ：望遠端状態におけるレンズ全系での焦点距離
とする。
【請求項４】
　請求項１に記載のズームレンズにおいて、
　以下の条件式（６）を満足するようにされた
　ことを特徴とするズームレンズ。
（６）１．１＜ｆ３／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜１．５
【請求項５】
　請求項１に記載のズームレンズにおいて、
　以下の条件式（７）及び条件式（８）を満足するようにされた
　ことを特徴とするズームレンズ。
（７）８．５＜ｆ１／ｆｗ ＜１０
（８）－０．４５＜ｆ２／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜－０．３
但し、 
ｆ１：第１レンズ群の合成焦点距離
ｆ２：第２レンズ群の合成焦点距離
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とする。
【請求項６】
　ズームレンズと該ズームレンズによって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像
素子とを備えた撮像装置であって、
　前記ズームレンズは、
　正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第１レンズ群と、負の屈折力を有し光軸
上を移動することによって変倍作用を行う第２レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に
対して固定された第３レンズ群と、正の屈折力を有し光軸上を移動することによって結像
位置の変動を補正すると共に物体距離の変化に伴う結像位置の変化を補正する第４レンズ
群と、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第５レンズ群とが物体側より像側へ
順に配置されて構成され、
　前記第３レンズ群の物体側に開口絞りを有し、
　前記第１レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第１レンズと、
該第１レンズに接合された凸レンズである第２レンズと、物体側に凸面を向けた凸メニス
カスレンズである第３レンズとが物体側より像側へ順に位置されて成り、
　前記第２レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第４レンズと、
両凹レンズである第５レンズと、該第５レンズに接合された凸レンズである第６レンズと
が物体側より像側へ順に位置されて成り、
　前記第３レンズ群は凸レンズである第７レンズから成り、
　前記第４レンズ群は少なくとも２枚以上の接合レンズから成り、
　前記第３レンズ群及び第４レンズ群には、非球面に形成された面が少なくとも１面含ま
れ、
　前記第５レンズ群は、負の屈折力を有する第５ａレンズ群と、正の屈折力を有する第５
ｂレンズ群と、正の屈折力を有する第５ｃレンズ群とが物体側より像側へ順に位置されて
成り、
　前記第５ａレンズ群が２枚の負レンズから成り、
　前記第５ｂレンズ群を前記光軸と垂直方向の成分を有するように移動させて像を変位さ
せることが可能であり、
　以下の条件式（１）乃至条件式（４）を満足するようにされた
　ことを特徴とする撮像装置。
（１）０．８＜ｆ３／ｆ４＜１．５
（２）０．１５＜ｆｗ／φ１＜０．１７
（３）－３．０＜ｆ５ｃ／ｆ５ａ＜－１．５
（４）０．１５＜｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜＜０．４５
但し、
ｆ３：第３レンズ群の合成焦点距離
ｆ４：第４レンズ群の合成焦点距離
ｆｗ：広角端状態におけるレンズ全系での焦点距離
φ１：第１レンズの物体側面の有効径
ｆ５ｃ：第５ｃレンズ群の合成焦点距離
ｆ５ａ：第５ａレンズ群の合成焦点距離
βａ：第５ａレンズ群の横倍率
βｂ：第５ｂレンズ群の横倍率
とする。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はズームレンズ及び撮像装置に関する。詳しくは、一部のレンズ群を光軸と垂直
方向の成分を持つように移動させることにより振動したときの撮影画像のぶれを光学的に
補正してぶれのない画像を得るようにし撮影画像の安定化を図った所謂防振機能を有し、



(4) JP 5200527 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

１５倍程度から２０倍程度の高変倍比を有するズームレンズ及び撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　撮像装置、例えば、スチルカメラやビデオカメラ等の撮影時においては、シャッター操
作に起因する手振れや車などの移動物体上から撮影した場合に撮影系に振動が伝わること
による手振れの発生によって撮影画像にぶれが生じる。このような手振れによる像ぶれを
補正する手段として、レンズ系を構成する一部のレンズ群を光軸に略垂直な方向に移動（
シフト）させることにより、像位置を変位させて像ぶれを補正し、また、像位置を変位さ
せた際に発生する光学性能の劣化を補正する手振れ補正光学系が知られている。
【０００３】
　このような手振れ補正光学系には、例えば、特許文献１に記載されたものがある。特許
文献１に記載された手振れ補正光学系においては、ズームレンズがそれぞれ正、負、正、
正の屈折力を有する第１レンズ群から第４レンズ群及び負の屈折力を有する負部分群と正
の屈折力を有する正部分群により構成された第５レンズ群とを備え、これらの第１レンズ
群乃至第５レンズ群が物体側から像側へ順に配列されて構成され、第５レンズ群の正部分
群を光軸に略垂直な方向に移動させることによって防振を行っている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－９８９６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載された手振れ補正光学系におけるズームレンズにあっ
ては、第５レンズ群の負部分群が１枚の負レンズによって構成されているため、負部分群
の屈折力が強くなり、第５レンズ群の正部分群の最も像側のレンズとの屈折力差が大きく
なってしまう。従って、第５レンズ群の負部分群と第５レンズ群の正部分群の最も像側の
レンズとの間の相対偏芯による結像性能の劣化が大きくなるという問題点があった。
【０００６】
　また、撮像装置において、変倍比を１０倍以上にしようとした場合には第２レンズ群の
移動量を大きくする必要が生じるが、この第２レンズ群の移動量に対応して第４レンズ群
の移動量も大きくする必要が生じ、それに伴う収差の変動が大きくなるため、ズーム領域
の全領域における収差の補正が困難となり、高性能化及び高変倍化を実現することが困難
であるという問題点を有していた。
【０００７】
　そこで、本発明ズームレンズ及び撮像装置は、上記した問題点を克服し、広角端から望
遠端のズーム領域の全領域において高性能化及び高変倍化を図ることを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　ズームレンズは、上記した課題を解決するために、正の屈折力を有し光軸方向に対して
固定された第１レンズ群と、負の屈折力を有し光軸上を移動することによって変倍作用を
行う第２レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第３レンズ群と、正
の屈折力を有し光軸上を移動することによって結像位置の変動を補正すると共に物体距離
の変化に伴う結像位置の変化を補正する第４レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に対
して固定された第５レンズ群とが物体側より像側へ順に配置されて構成され、前記第３レ
ンズ群の物体側に開口絞りを有し、前記第１レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニス
カスレンズである第１レンズと、該第１レンズに接合された凸レンズである第２レンズと
、物体側に凸面を向けた凸メニスカスレンズである第３レンズとが物体側より像側へ順に
位置されて成り、前記第２レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである
第４レンズと、両凹レンズである第５レンズと、該第５レンズに接合された凸レンズであ
る第６レンズとが物体側より像側へ順に位置されて成り、前記第３レンズ群は凸レンズで
ある第７レンズから成り、前記第４レンズ群は少なくとも２枚以上の接合レンズから成り
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、前記第３レンズ群及び第４レンズ群には、非球面に形成された面が少なくとも１面含ま
れ、前記第５レンズ群は、負の屈折力を有する第５ａレンズ群と、正の屈折力を有する第
５ｂレンズ群と、正の屈折力を有する第５ｃレンズ群とが物体側より像側へ順に位置され
て成り、前記第５ａレンズ群が２枚の負レンズから成り、前記第５ｂレンズ群を前記光軸
と垂直方向の成分を有するように移動させて像を変位させることが可能であり、以下の条
件式（１）乃至条件式（４）を満足するようにした。
（１）０．８＜ｆ３／ｆ４＜１．５
（２）０．１５＜ｆｗ／φ１＜０．１７
（３）－３．０＜ｆ５ｃ／ｆ５ａ＜－１．５
（４）０．１５＜｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜＜０．４５
但し、
ｆ３：第３レンズ群の合成焦点距離
ｆ４：第４レンズ群の合成焦点距離
ｆｗ：広角端状態におけるレンズ全系での焦点距離
φ１：第１レンズの物体側面の有効径
ｆ５ｃ：第５ｃレンズ群の合成焦点距離
ｆ５ａ：第５ａレンズ群の合成焦点距離
βａ：第５ａレンズ群の横倍率
βｂ：第５ｂレンズ群の横倍率
とする。
【０００９】
　従って、ズームレンズにあっては、ズーム領域における良好な収差補正が可能となり、
また、手振れ補正群の光軸方向におけるガタによる性能劣化が軽減される。
【００１０】
　上記ズームレンズにおいては、前記第４レンズ群が、物体側に凸面を向けた凸レンズで
ある第８レンズと凹レンズである第９レンズと凸レンズである第１０レンズとが物体側よ
り順に接合された接合レンズから成り、前記第４レンズ群の少なくとも最も物体側の面が
非球面に形成されることが望ましい。
【００１１】
　これにより、レンズ系の像側に配置された撮像素子に対する光束の入射角度が小さくな
り、シェーディングの発生が防止される。
【００１２】
　上記ズームレンズにおいては、以下の条件式（５）を満足することが望ましい。
（５）０．９５＜ｆ４／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜１．３、
但し、
ｆｔ：望遠端状態におけるレンズ全系での焦点距離
とする。
【００１３】
　これにより、第４レンズ群が変倍時の移動によって必要とする光軸方向における十分な
スペースが確保される。
【００１４】
　上記ズームレンズにおいては、以下の条件式（６）を満足することが望ましい。
（６）１．１＜ｆ３／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜１．５。
【００１５】
　これにより、良好な収差補正が行われつつ、広角端の画角が広がる。
【００１６】
　上記ズームレンズにおいては、以下の条件式（７）及び条件式（８）を満足することが
望ましい。
（７）８．５＜ｆ１／ｆｗ ＜１０
（８）－０．４５＜ｆ２／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜－０．３
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但し、　　　　　　　　　　　　　
ｆ１：第１レンズ群の合成焦点距離
ｆ２：第２レンズ群の合成焦点距離
とする。
【００１７】
　これにより、高変倍化が図られつつ、レンズ全長の小型化が実現可能となる。 撮像装
置は、上記した課題を解決するために、ズームレンズと該ズームレンズによって形成され
た光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備え、前記ズームレンズは、正の屈折力を
有し光軸方向に対して固定された第１レンズ群と、負の屈折力を有し光軸上を移動するこ
とによって変倍作用を行う第２レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定され
た第３レンズ群と、正の屈折力を有し光軸上を移動することによって結像位置の変動を補
正すると共に物体距離の変化に伴う結像位置の変化を補正する第４レンズ群と、正の屈折
力を有し光軸方向に対して固定された第５レンズ群とが物体側より像側へ順に配置されて
構成され、前記第３レンズ群の物体側に開口絞りを有し、前記第１レンズ群は、物体側に
凸面を向けた凹メニスカスレンズである第１レンズと、該第１レンズに接合された凸レン
ズである第２レンズと、物体側に凸面を向けた凸メニスカスレンズである第３レンズとが
物体側より像側へ順に位置されて成り、前記第２レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メ
ニスカスレンズである第４レンズと、両凹レンズである第５レンズと、該第５レンズに接
合された凸レンズである第６レンズとが物体側より像側へ順に位置されて成り、前記第３
レンズ群は凸レンズである第７レンズから成り、前記第４レンズ群は少なくとも２枚以上
の接合レンズから成り、前記第３レンズ群及び第４レンズ群には、非球面に形成された面
が少なくとも１面含まれ、前記第５レンズ群は、負の屈折力を有する第５ａレンズ群と、
正の屈折力を有する第５ｂレンズ群と、正の屈折力を有する第５ｃレンズ群とが物体側よ
り像側へ順に位置されて成り、前記第５ａレンズ群が２枚の負レンズから成り、前記第５
ｂレンズ群を前記光軸と垂直方向の成分を有するように移動させて像を変位させることが
可能であり、以下の条件式（１）乃至条件式（４）を満足するようにした。
（１）０．８＜ｆ３／ｆ４＜１．５
（２）０．１５＜ｆｗ／φ１＜０．１７
（３）－３．０＜ｆ５ｃ／ｆ５ａ＜－１．５
（４）０．１５＜｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜＜０．４５
但し、
ｆ３：第３レンズ群の合成焦点距離
ｆ４：第４レンズ群の合成焦点距離
ｆｗ：広角端状態におけるレンズ全系での焦点距離
φ１：第１レンズの物体側面の有効径
ｆ５ｃ：第５ｃレンズ群の合成焦点距離
ｆ５ａ：第５ａレンズ群の合成焦点距離
βａ：第５ａレンズ群の横倍率
βｂ：第５ｂレンズ群の横倍率
とする。
【００１８】
　従って、ズームレンズにあっては、ズーム領域における良好な収差補正が可能となり、
また、手振れ補正群の光軸方向におけるガタによる性能劣化が軽減される。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明ズームレンズ及び撮像装置にあっては、高変倍化を図ることができると共に良好
な手振れ補正機能を確保しつつ高性能化を図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下に、本発明ズームレンズ及び撮像装置を実施するための最良の形態について図面を
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参照して説明する。
【００２１】
　先ず、本発明ズームレンズについて説明する。
【００２２】
　本発明ズームレンズは、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第１レンズ群と
、負の屈折力を有し光軸上を移動することによって変倍作用を行う第２レンズ群と、正の
屈折力を有し光軸方向に対して固定された第３レンズ群と、正の屈折力を有し光軸上を移
動することによって結像位置の変動を補正すると共に物体距離の変化に伴う結像位置の変
化を補正する第４レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第５レンズ
群とが物体側より像側へ順に配置されて構成され、前記第３レンズ群の物体側に開口絞り
を有する。
【００２３】
　第１レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第１レンズと、該第
１レンズに接合された凸レンズである第２レンズと、物体側に凸面を向けた凸メニスカス
レンズである第３レンズとが物体側より像側へ順に位置されて成る。
【００２４】
　第２レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第４レンズと、両凹
レンズである第５レンズと、該第５レンズに接合された凸レンズである第６レンズとが物
体側より像側へ順に位置されて成る。
【００２５】
　第３レンズ群は凸レンズである第７レンズから成り、第４レンズ群は少なくとも２枚以
上の接合レンズから成り、第３レンズ群及び第４レンズ群には、非球面に形成された面が
少なくとも１面含まれている。
【００２６】
　第５レンズ群は、負の屈折力を有する第５ａレンズ群と、正の屈折力を有する第５ｂレ
ンズ群と、正の屈折力を有する第５ｃレンズ群とが物体側より像側へ順に位置されて成り
、第５ａレンズ群が２枚の負レンズから成り、第５ｂレンズ群を光軸と垂直方向の成分を
有するように移動させて像を変位させることを可能としている。
【００２７】
　上記のように構成されたズームレンズは、以下の条件式（１）乃至条件式（４）を満足
する。
（１）０．８＜ｆ３／ｆ４＜１．５
（２）０．１５＜ｆｗ／φ１＜０．１７
（３）－３．０＜ｆ５ｃ／ｆ５ａ＜－１．５
（４）０．１５＜｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜＜０．４５
但し、
ｆ３：第３レンズ群の合成焦点距離
ｆ４：第４レンズ群の合成焦点距離
ｆｗ：広角端状態におけるレンズ全系での焦点距離
φ１：第１レンズの物体側面の有効径
ｆ５ｃ：第５ｃレンズ群の合成焦点距離
ｆ５ａ：第５ａレンズ群の合成焦点距離
βａ：第５ａレンズ群の横倍率
βｂ：第５ｂレンズ群の横倍率
とする。
【００２８】
　従って、本発明ズームレンズにあっては、第２レンズ群を光軸方向へ移動させて変倍を
行い、第４レンズ群を光軸方向へ移動させて変倍に伴う結像位置の変動を補正すると共に
第４レンズ群を移動させてフォーカスを行うようにすることにより、第３レンズ群と第４
レンズ群との空間の有効利用を図りレンズ全長の短縮化を効果的に達成することができる
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。
【００２９】
　また、条件式（１）乃至条件式（４）を満足することにより、レンズ全長の短縮化、広
角端と中間焦点領域における良好な収差補正の確保、レンズ系の組立時における第５ａレ
ンズ群と第５ｃレンズ群の相対偏芯による性能劣化の軽減及び手振れ補正群の光軸方向に
おけるガタによる性能劣化の軽減を図ることができ、高変倍化を図ることができると共に
良好な手振れ補正機能を確保しつつ高性能化を図ることができる。
【００３０】
　条件式（１）は、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された第３レンズ群の屈折力
と焦点位置の補正及びフォーカシングのために移動する第４レンズ群の屈折力を規定する
式である。
【００３１】
　条件式（１）のｆ３／ｆ４が０．８以下になると、第３レンズ群の屈折力が強くなり過
ぎたり、第４レンズ群の屈折力が弱くなり過ぎる。第３レンズ群の屈折力が強くなり過ぎ
ると、広角側での球面収差が補正不足となり、また、ズーム領域の中間位置においてフォ
ーカシング時の球面収差の変動による補正が困難となる。第４レンズ群の屈折力が弱くな
り過ぎると、フォーカシング時の移動量が大きくなり、像面湾曲及びコマ収差等の収差変
動が大きくなる。また、第４レンズ群の屈折力が弱くなり過ぎると、必要以上にバックフ
ォーカスが長くなり、光学全長の短縮化を阻害する。
【００３２】
　逆に、条件式（１）のｆ３／ｆ４が１．５以上になると、第３レンズ群の屈折力が弱く
なり過ぎたり、第４レンズ群の屈折力が強くなり過ぎる。第３レンズ群の屈折力が弱くな
り過ぎると、広角側での球面収差が補正過剰となる。第４レンズ群の屈折力が強くなり過
ぎると、広角側での球面収差が補正不足となる。
【００３３】
　条件式（２）は、小型で広角のズームレンズを形成するための第１レンズ群の径と広角
端の焦点距離との適正なバランスを規定する式である。
【００３４】
　条件式（２）のｆｗ／φ１が０．１５以下になると、大型のズームレンズになる。
【００３５】
　逆に、条件式（２）のｆｗ／φ１が０．１７以上になると、望遠寄りのズームレンズと
なるため広角化することができない。
【００３６】
　条件式（３）は、第５ｃレンズ群の屈折力と第５ａレンズ群の屈折力との比の範囲を規
定する式であり、レンズ全長の短縮化と、第５ａレンズ群と第５ｃレンズ群の相対偏芯に
よる結像性能の劣化を軽減するための式である。
【００３７】
　条件式（３）のｆ５ｃ／ｆ５ａが－１．５以上になると、第５ａレンズ群の屈折力が小
さくなると共に第５ｃレンズ群の屈折力が大きくなるため、第５ａレンズ群と第５ｃレン
ズ群の屈折力の差が大きくなり、第５ａレンズ群と第５ｃレンズ群との間の相対偏芯によ
る結像性能の劣化が大きくなる。
【００３８】
　逆に、条件式（３）のｆ５ｃ／ｆ５ａが－３．０以下になると、第５ａレンズ群の屈折
力が大きくなると共に第５ｃレンズ群の屈折力が小さくなるため、レンズ全長が増大する
と共に第５ａレンズ群と第５ｃレンズ群の屈折力の差が大きくなり、第５ａレンズ群と第
５ｃレンズ群との間の相対偏芯による結像性能の劣化が大きくなる。
【００３９】
　条件式（４）は、第５ｂレンズ群の横倍率と第５ｃレンズ群の横倍率との関係を規定す
る式である。
【００４０】
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　条件式（４）の｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜が０．４５以上になると、ぶれ補
正を行うためのレンズ群の光軸方向の移動により結像性能が劣化する。
【００４１】
　逆に、条件式（４）の｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜が０．１５以下になると、
ぶれ補正を行うためのレンズ群の移動量が増加しレンズ鏡筒の径方向の大きさが増大する
。
【００４２】
　本発明の一実施形態によるズームレンズにあっては、上記したように、第４レンズ群は
少なくとも２枚以上の接合レンズから成るが、第４レンズ群を凸凹凸の３枚のレンズよっ
て構成することが望ましい。
【００４３】
　これにより、射出瞳距離を長くし、レンズ系からの出射光束をテレセントリックになる
ようにすることにより、レンズ系の像側に配置された撮像素子に対する光束の入射角度が
小さくなり、シェーディングの発生を防止することができる。
【００４４】
　また、第４レンズ群を凸凹凸の３枚のレンズよって構成し、凹レンズの前後両面をそれ
ぞれ凸レンズと接合することにより、凹レンズの曲率の範囲の自由度を格段に大きくする
ことが可能となり、凹レンズの両面から発生する球面収差の色による曲がりを著しく改善
することが可能となる。
【００４５】
　さらに、第４レンズ群の最も物体側の面を非球面に形成することにより、高次による球
面収差及びコマ収差を発生させて結像性能を改善することができる。
【００４６】
　本発明の一実施形態によるズームレンズにあっては、以下の条件式（５）を満足するこ
とが望ましい。
（５）０．９５＜ｆ４／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜１．３
但し、
ｆｔ：望遠端状態におけるレンズ全系での焦点距離
とする。
【００４７】
　これにより、第４レンズ群が変倍時の移動によって必要とする光軸方向における十分な
スペースを確保することができる。
【００４８】
　条件式（５）は、第４レンズ群に関する焦点距離を規定する式である。
【００４９】
　条件式（５）のｆ４／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が１．３以上になって焦点距離が長くなると
、望遠端において第４レンズ群が像側に配置された第５レンズ群と近づき過ぎてしまい、
機構の構成が困難になる。これを避けようとすると、第４レンズ群が第３レンズ群に近づ
き過ぎてしまい、至近距離に存在する物体の撮影時における第４レンズ群の移動量を確保
することができなくなってしまう。
【００５０】
　逆に、条件式（５）のｆ４／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が０．９５以下になって焦点距離が短
くなると、第４レンズ群と第５レンズ群又は第３レンズ群との距離の問題は解消されるが
、バックフォーカスが長くなり好ましくない構成となってしまう。
【００５１】
　本発明の一実施形態によるズームレンズにあっては、以下の条件式（６）を満足するこ
とが望ましい。
（６）１．１＜ｆ３／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜１．５。
【００５２】
　これにより、良好な収差補正を行いつつ、広角端の画角を広げることができる。
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【００５３】
　条件式（６）は、広角端における画角を広げるために、第３レンズ群の屈折力の大きさ
の範囲を規定する式である。
【００５４】
　条件式（６）のｆ３／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が１．５以上になると、収差補正を良好に行
うことが可能となるが、広角化を実現することができない。
【００５５】
　逆に、条件式（６）のｆ３／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が１．１以下になると、広角端におい
て画角を広げることができるが、広角端において像面が物体側に倒れ、また、第１レンズ
群の外径が大きくなってズームレンズ系全体が大型化するという問題を生じる。
【００５６】
　本発明の一実施形態によるズームレンズにあっては、以下の条件式（７）及び条件式（
８）を満足することが望ましい。
（７）８．５＜ｆ１／ｆｗ ＜１０
（８）－０．４５＜ｆ２／（ｆｗ・ｆｔ）1/2＜－０．３
但し、　　　　　　　　　　　　　
ｆ１：第１レンズ群の合成焦点距離
ｆ２：第２レンズ群の合成焦点距離
とする。
【００５７】
　これにより、高変倍化を図りつつ、レンズ全長の小型化を実現することができる。
【００５８】
　条件式（７）は、第２レンズ群に対する物点、即ち、倍率に係わる式である。レンズ系
を小さくするには、第２レンズ群がズーミングに際して等倍を挟んでいるのが好ましい。
等倍を挟むと、第４レンズ群のズーミングの軌跡は往復になり、最も効果的なスペース効
率で高変倍化が可能となる。
【００５９】
　条件式（７）のｆ１／ｆｗが１０以上になると、第２レンズ群に対する物点が遠くなり
、第２レンズ群の結像倍率が低くなって小型化が難しくなる。また、条件式（７）のｆ１
／ｆｗが１０以上になると、第１レンズ群と第２レンズ群の間隔が大きくなり小型化の達
成が難しくなる。
【００６０】
　逆に、条件式（７）のｆ１／ｆｗが８．５以下になると、第２レンズ群の結像倍率が大
きくなり、高変倍化の達成が難しくなる。
【００６１】
　条件式（８）は、広角端での画角を大きくするために、第２レンズ群が有する屈折力の
大きさの範囲を規定する式であり、ズーム領域の全領域において良好な収差補正を行い、
かつ、高変倍比を維持しつつ広角化を実現するために必要な第２レンズ群が有する屈折力
の大きさの範囲を示す式である。
【００６２】
　条件式（８）のｆ２／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が－０．３以上になると、変倍比を大きくす
ることができるが、像面が補正過剰となり、像面湾曲と球面収差の良好なバランスを確保
することが困難になる。また、条件式（８）のｆ２／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が－０．３以上
になると、第２レンズ群の移動量が大きくなり小型化を図ることができない。
【００６３】
　逆に、条件式（８）のｆ２／（ｆｗ・ｆｔ）1/2が－０．４５以下になると、像面湾曲
と球面収差のバランスは良好となるが、高変倍比を維持したままの広角化を実現すること
ができない。
【００６４】
　本発明の一実施形態によるズームレンズは、例えば、ビデオカメラやデジタルスチルカ
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メラ等に好適なズームレンズであり、撮像素子上に像を形成することにより光電変換した
画像をメモリーやテープ状記録媒体に記録することが可能であり、ユーザーの使い勝手の
向上を図ることができる。
【００６５】
　次に、本発明ズームレンズの具体的な実施の形態及び該実施の形態に具体的な数値を適
用した数値実施例について、図面及び表を参照して説明する。
【００６６】
　尚、各実施の形態において非球面が導入されており、該非球面形状は、次の数１式によ
って定義される。
【００６７】
【数１】

【００６８】
　数１式において、ｘはサグ量、ｃは曲率、ｙは光軸からの高さ、κは円錐定数、Ａ、Ｂ
、…は非球面係数である。
【００６９】
　図１は、本発明の各実施の形態によるズームレンズの屈折力配分を示している。ズーム
レンズは、正の屈折力を有する第１レンズ群ＧＲ１、負の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ
Ｒ２、正の屈折力を有する第３レンズ群ＧＲ３、正の屈折力を有する第４レンズ群ＧＲ４
、正の屈折力を有する第５レンズ群ＧＲ５とが物体側より像側へ順に配列されて構成され
ている。ズームレンズにあっては、広角端状態より望遠端状態への変倍に際して、第１レ
ンズ群ＧＲ１と第２レンズ群ＧＲ２との間の間隔は増大し、第２レンズ群ＧＲ２と第３レ
ンズ群ＧＲ３との間の間隔は減少するように、第２レンズ群ＧＲ２が像側へ移動する。こ
のとき、第１レンズ群ＧＲ１、第３レンズ群ＧＲ３、第５レンズ群ＧＲ５は光軸方向に対
して固定されており、第４レンズ群ＧＲ４が第２レンズ群ＧＲ２の移動に伴う像面位置の
変動を補正するように移動すると共に近距離合焦時に物体側へ移動する。
【００７０】
　図２は、本発明の第１の実施の形態にかかるズームレンズ１のレンズ構成を示す図であ
る。
【００７１】
　第１レンズ群ＧＲ１は、物体側に凸面を向けた凹メニスカス形状の負レンズ（第１のレ
ンズ）Ｌ１と、該負レンズＬ１に接合され凸レンズである正レンズ（第２レンズ）Ｌ２と
、物体側に凸面を向けた凸メニスカス形状の正レンズ（第３レンズ）Ｌ３とが物体側から
像側へ順に位置されて成る。
【００７２】
　第２レンズ群ＧＲ２は、物体側に凸面を向けた凹メニスカス形状の負レンズ（第４レン
ズ）Ｌ４と、両凹レンズ（第５レンズ）Ｌ５と、該両凹レンズＬ５に接合された両凸レン
ズ（第６レンズ）Ｌ６とが物体側から像側へ順に位置されて成る。
【００７３】
　第３レンズ群ＧＲ３は、両面に非球面を有する両凸レンズ（第７レンズ）Ｌ７から成る
。
【００７４】
　第４レンズ群ＧＲ４は、物体側面に非球面を有する両凸レンズ（第８レンズ）Ｌ８と両
凹レンズ（第９レンズ）Ｌ９と両凸レンズ（第１０レンズ）Ｌ１０の３枚のレンズが物体
側から像側へ順に接合されて成る。
【００７５】
　第５レンズ群ＧＲ５は、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１１レン
ズ）Ｌ１１と、両凹レンズ（第１２レンズ）Ｌ１２と、物体側面に非球面を有する両凸レ
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ンズ（第１３レンズ）Ｌ１３と、該両凸レンズＬ１３に接合され物体側に凹面を向けたメ
ニスカス形状の負レンズ（第１４レンズ）Ｌ１４と、両凸レンズ（第１５レンズ）Ｌ１５
とが物体側から像側へ順に位置されて成る。
【００７６】
　第５レンズ群ＧＲ５においては、負レンズ（第１１レンズ）Ｌ１１と両凹レンズ（第１
２レンズ）Ｌ１２によって負の屈折力を有する第５ａレンズ群Ｌ５ａが構成され、両凸レ
ンズ（第１３レンズ）Ｌ１３と負レンズ（第１４レンズ）Ｌ１４によって正の屈折力を有
する第５ｂレンズ群Ｌ５ｂが構成され、両凸レンズ（第１５レンズ）Ｌ１５によって正の
屈折力を有する第５ｃレンズ群Ｌ５ｃが構成されている。
【００７７】
　第３レンズ群ＧＲ３の物体側には開口絞りＳＰが配置され、該開口絞りＳＰは固定され
ている。
【００７８】
　第５レンズ群ＧＲ５と像面ＩＰとの間にはフィルタＦＬが配置されている。
【００７９】
　表１に、第１の実施の形態に係るズームレンズ１に具体的数値を適用した数値実施例１
のレンズデーターを示す。
【００８０】
　尚、表１及び後述するレンズデーターを示す表において、「面番号」は物体側から数え
てｉ番目の面であることを示し、「曲率半径」は物体側から数えて第ｉ番目の面の曲率半
径を示し、「面間隔」は物体側から数えて第ｉ番目の面と第ｉ＋１番目の面との間の軸上
面間隔を示し、「屈折率」は物体側に第ｉ面を有する硝材のｄ線に対する屈折率を示し、
「アッベ数」は物体側に第ｉ面を有する硝材のｄ線に対するアッベ数を示す。曲率半径に
関し「∞」は当該面が平面であることを示し、面間隔に関し「（Ｄｉ）」は当該面間隔が
可変間隔であることを示し、面間隔に関し「（Ｂｆ）」はバックフォーカスを示す。
【００８１】
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【表１】

【００８２】
　ズームレンズ１において、第３レンズ群ＧＲ３の両凸レンズＬ７の両面（第１２面、第
１３面）、第４レンズ群ＧＲ４の３枚接合レンズの物体側面（第１４面）、第５レンズ群
ＧＲ５の両凸レンズ１３の物体側面（第２２面）は非球面に形成されている。そこで、数
値実施例１における非球面の４次、６次、８次及び１０次の非球面係数Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを
円錐定数κと共に表２に示す。
【００８３】
　尚、表２及び後述する非球面係数を示す表において、「Ｅ－ｉ」は１０を底とする指数
表現、即ち、「１０－ｉ」を表しており、例えば、「０．１２３４５Ｅ－０５」は「０．
１２３４５×１０－５」を表している。
【００８４】



(14) JP 5200527 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

【表２】

【００８５】
　ズームレンズ１において、広角端状態から望遠端状態への変倍に際して、第１レンズ群
ＧＲ１と第２レンズ群ＧＲ２との間の面間隔Ｄ５、第２レンズ群ＧＲ２と第３レンズ群（
開口絞りＳＰ）ＧＲ３との間の面間隔Ｄ１０、第３レンズ群ＧＲ３と第４レンズ群ＧＲ４
との間の面間隔Ｄ１３及び第４レンズ群ＧＲ４と第５レンズ群ＧＲ５との間の面間隔Ｄ１
７が変化する。そこで、数値実施例１における各面間隔の広角端状態（ｆ＝１．０００）
、中間焦点距離状態（ｆ＝３．７５７）及び望遠端状態（ｆ＝１３．８１３）における各
値を焦点距離ｆ、ＦナンバーＦｎｏ．、画角２ω、バックフォーカスＢｆと共に表３に示
す。
【００８６】

【表３】

【００８７】
　数値実施例１の条件式（１）乃至条件式（８）の対応値を表４に示す。
【００８８】

【表４】

【００８９】
　図３乃至図５は、数値実施例１の無限遠合焦状態での諸収差図を示し、図３は、広角端
状態（ｆ＝１．０００）、図４は、中間焦点距離状態（ｆ＝３．７５７）、図５は、望遠
端状態（ｆ＝１３．８１３）における諸収差図を示す。
【００９０】
　図６乃至図８は、数値実施例１の無限遠合焦状態における０．５度相当のレンズシフト
状態でのコマ収差を示す図をそれぞれ示し、図６は、広角端状態（ｆ＝１．０００）、図
７は、中間焦点距離状態（ｆ＝３．７５７）、図８は、望遠端状態（ｆ＝１３．８１３）
におけるコマ収差を示す図を示す。
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　図３乃至図８の各収差図において、非点収差図中の実線はサジタル像面、破線はメリデ
ィオナル像面を示す。コマ収差図中の括弧書きの数値は画角を示す。
【００９２】
　各収差図から、数値実施例１は諸収差が良好に補正され、優れた結像性能を有している
ことが明らかである。
【００９３】
　図９は、本発明の第２の実施の形態にかかるズームレンズ２のレンズ構成を示す図であ
る。
【００９４】
　第１レンズ群ＧＲ１は、物体側に凸面を向けた凹メニスカス形状の負レンズ（第１のレ
ンズ）Ｌ１と、該負レンズＬ１に接合され凸レンズである正レンズ（第２レンズ）Ｌ２と
、物体側に凸面を向けた凸メニスカス形状の正レンズ（第３レンズ）Ｌ３とが物体側から
像側へ順に位置されて成る。
【００９５】
　第２レンズ群ＧＲ２は、物体側に凸面を向けた凹メニスカス形状の負レンズ（第４レン
ズ）Ｌ４と、両凹レンズ（第５レンズ）Ｌ５と、該両凹レンズＬ５に接合された両凸レン
ズ（第６レンズ）Ｌ６とが物体側から像側へ順に位置されて成る。
【００９６】
　第３レンズ群ＧＲ３は、両面に非球面を有する両凸レンズ（第７レンズ）Ｌ７から成る
。
【００９７】
　第４レンズ群ＧＲ４は、物体側面に非球面を有する両凸レンズ（第８レンズ）Ｌ８と両
凹レンズ（第９レンズ）Ｌ９と両凸レンズ（第１０レンズ）Ｌ１０の３枚のレンズが物体
側から像側へ順に接合されて成る。
【００９８】
　第５レンズ群ＧＲ５は、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１１レン
ズ）Ｌ１１と、像側に凹面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１２レンズ）Ｌ１２と
、物体側面に非球面を有する両凸レンズ（第１３レンズ）Ｌ１３と、該両凸レンズＬ１３
に接合され物体側に凹面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１４レンズ）Ｌ１４と、
両凸レンズ（第１５レンズ）Ｌ１５とが物体側から像側へ順に位置されて成る。
【００９９】
　第５レンズ群ＧＲ５においては、負レンズ（第１１レンズ）Ｌ１１と負レンズ（第１２
レンズ）Ｌ１２によって負の屈折力を有する第５ａレンズ群Ｌ５ａが構成され、両凸レン
ズ（第１３レンズ）Ｌ１３と負レンズ（第１４レンズ）Ｌ１４によって正の屈折力を有す
る第５ｂレンズ群Ｌ５ｂが構成され、両凸レンズ（第１５レンズ）Ｌ１５によって正の屈
折力を有する第５ｃレンズ群Ｌ５ｃが構成されている。
【０１００】
　第３レンズ群ＧＲ３の物体側には開口絞りＳＰが配置され、該開口絞りＳＰは固定され
ている。
【０１０１】
　第５レンズ群ＧＲ５と像面ＩＰとの間にはフィルタＦＬが配置されている。
【０１０２】
　表５に、第２の実施の形態に係るズームレンズ２に具体的数値を適用した数値実施例２
のレンズデーターを示す。
【０１０３】
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【表５】

【０１０４】
　ズームレンズ２において、第３レンズ群ＧＲ３の両凸レンズＬ７の両面（第１２面、第
１３面）、第４レンズ群ＧＲ４の３枚接合レンズの物体側面（第１４面）、第５レンズ群
ＧＲ５の両凸レンズＬ１３の物体側面（第２２面）は非球面に形成されている。そこで、
数値実施例２における非球面の４次、６次、８次及び１０次の非球面係数Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ
を円錐定数κと共に表６に示す。
【０１０５】
【表６】

【０１０６】
　ズームレンズ２において、広角端状態から望遠端状態への変倍に際して、第１レンズ群
ＧＲ１と第２レンズ群ＧＲ２との間の面間隔Ｄ５、第２レンズ群ＧＲ２と第３レンズ群（
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開口絞りＳＰ）ＧＲ３との間の面間隔Ｄ１０、第３レンズ群ＧＲ３と第４レンズ群ＧＲ４
との間の面間隔Ｄ１３及び第４レンズ群ＧＲ４と第５レンズ群ＧＲ５との間の面間隔Ｄ１
７が変化する。そこで、数値実施例２における各面間隔の広角端状態（ｆ＝１．０００）
、中間焦点距離状態（ｆ＝４．０８３）及び望遠端状態（ｆ＝１６．９８５）における各
値を焦点距離ｆ、ＦナンバーＦｎｏ、画角２ω、バックフォーカスＢｆと共に表７に示す
。
【０１０７】
【表７】

【０１０８】
　数値実施例２の条件式（１）乃至条件式（８）の対応値を表８に示す。
【０１０９】

【表８】

【０１１０】
　図１０乃至図１２は、数値実施例２の無限遠合焦状態での諸収差図を示し、図１０は、
広角端状態（ｆ＝１．０００）、図１１は、中間焦点距離状態（ｆ＝４．０８３）、図１
２は、望遠端状態（ｆ＝１６．９８５）における諸収差図を示す。
【０１１１】
　図１３乃至図１５は、数値実施例２の無限遠合焦状態における０．５度相当のレンズシ
フト状態でのコマ収差を示す図をそれぞれ示し、図１３は、広角端状態（ｆ＝１．０００
）、図１４は、中間焦点距離状態（ｆ＝４．０８３）、図１５は、望遠端状態（ｆ＝１６
．９８５）におけるコマ収差を示す図を示す。
【０１１２】
　図１０乃至図１５の各収差図において、非点収差図中の実線はサジタル像面、破線はメ
リディオナル像面を示す。コマ収差図中の括弧書きの数値は画角を示す。
【０１１３】
　各収差図から、数値実施例２は諸収差が良好に補正され、優れた結像性能を有している
ことが明らかである。
【０１１４】
　図１６は、本発明の第３の実施の形態にかかるズームレンズ３のレンズ構成を示す図で
ある。
【０１１５】
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　第１レンズ群ＧＲ１は、物体側に凸面を向けた凹メニスカス形状の負レンズ（第１のレ
ンズ）Ｌ１と、該負レンズＬ１に接合され凸レンズである正レンズ（第２レンズ）Ｌ２と
、物体側に凸面を向けた凸メニスカス形状の正レンズ（第３レンズ）Ｌ３とが物体側から
像側へ順に位置されて成る。
【０１１６】
　第２レンズ群ＧＲ２は、物体側に凸面を向けた凹メニスカス形状の負レンズ（第４レン
ズ）Ｌ４と、両凹レンズ（第５レンズ）Ｌ５と、該両凹レンズＬ５に接合された両凸レン
ズ（第６レンズ）Ｌ６とが物体側から像側へ順に位置されて成る。
【０１１７】
　第３レンズ群ＧＲ３は、両面に非球面を有する両凸レンズ（第７レンズ）Ｌ７から成る
。
【０１１８】
　第４レンズ群ＧＲ４は、物体側面に非球面を有する両凸レンズ（第８レンズ）Ｌ８と両
凹レンズ（第９レンズ）Ｌ９と両凸レンズ（第１０レンズ）Ｌ１０の３枚のレンズが物体
側から像側へ順に接合されて成る。
【０１１９】
　第５レンズ群ＧＲ５は、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１１レン
ズ）Ｌ１１と、像側に凹面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１２レンズ）Ｌ１２と
、物体側面に非球面を有する両凸レンズ（第１３レンズ）Ｌ１３と、該両凸レンズＬ１３
に接合され物体側に凹面を向けたメニスカス形状の負レンズ（第１４レンズ）Ｌ１４と、
両凸レンズ（第１５レンズ）Ｌ１５とが物体側から像側へ順に位置されて成る。
【０１２０】
　第５レンズ群ＧＲ５においては、負レンズ（第１１レンズ）Ｌ１１と負レンズ（第１２
レンズ）Ｌ１２によって負の屈折力を有する第５ａレンズ群Ｌ５ａが構成され、両凸レン
ズ（第１３レンズ）Ｌ１３と負レンズ（第１４レンズ）Ｌ１４によって正の屈折力を有す
る第５ｂレンズ群Ｌ５ｂが構成され、両凸レンズ（第１５レンズ）Ｌ１５によって正の屈
折力を有する第５ｃレンズ群Ｌ５ｃが構成されている。
【０１２１】
　第３レンズ群ＧＲ３の物体側には開口絞りＳＰが配置され、該開口絞りＳＰは固定され
ている。
【０１２２】
　第５レンズ群ＧＲ５と像面ＩＰとの間にはフィルタＦＬが配置されている。
【０１２３】
　表９に、第３の実施の形態に係るズームレンズ３に具体的数値を適用した数値実施例３
のレンズデーターを示す。
【０１２４】
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【表９】

【０１２５】
　ズームレンズ３において、第３レンズ群ＧＲ３の両凸レンズＬ７の両面（第１２面、第
１３面）、第４レンズ群ＧＲ４の３枚接合レンズの物体側面（第１４面）、第５レンズ群
ＧＲ５の両凸レンズＬ１３の物体側面（第２２面）は非球面に形成されている。そこで、
数値実施例３における前記各面の４次、６次、８次及び１０次の非球面係数Ａ、Ｂ、Ｃ、
Ｄを円錐定数κと共に表１０に示す。
【０１２６】
【表１０】

【０１２７】
　ズームレンズ３において、広角端状態から望遠端状態への変倍に際して、第１レンズ群
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ＧＲ１と第２レンズ群ＧＲ２との間の面間隔Ｄ５、第２レンズ群ＧＲ２と第３レンズ群（
開口絞りＳＰ）ＧＲ３との間の面間隔Ｄ１０、第３レンズ群ＧＲ３と第４レンズ群ＧＲ４
との間の面間隔Ｄ１３及び第４レンズ群ＧＲ４と第５レンズ群ＧＲ５との間の面間隔Ｄ１
７が変化する。そこで、数値実施例３における各面間隔の広角端状態（ｆ＝１．０００）
、中間焦点距離状態（ｆ＝４．４２７）及び望遠端状態（ｆ＝１９．９９３）における各
値を焦点距離ｆ、ＦナンバーＦｎｏ、画角２ω、バックフォーカスＢｆと共に表１１に示
す。
【０１２８】
【表１１】

【０１２９】
　数値実施例３の条件式（１）乃至条件式（８）の対応値を表１２に示す。
【０１３０】

【表１２】

【０１３１】
　図１７乃至図１９は、数値実施例３の無限遠合焦状態での諸収差図を示し、図１７は、
広角端状態（ｆ＝１．０００）、図１８は、中間焦点距離状態（ｆ＝４．４２７）、図１
９は、望遠端状態（ｆ＝１９．９９３）における諸収差図を示す。
【０１３２】
　図２０至図２２は、数値実施例３の無限遠合焦状態における０．５度相当のレンズシフ
ト状態でのコマ収差を示す図をそれぞれ示し、図２０は、広角端状態（ｆ＝１．０００）
、図２１は、中間焦点距離状態（ｆ＝４．４２７）、図２２は、望遠端状態（ｆ＝１９．
９９３）におけるコマ収差を示す図を示す。
【０１３３】
　図１７乃至図２２の各収差図において、球面収差図中の実線はサジタル像面、破線はメ
リディオナル像面を示す。コマ収差図中の括弧書きの数値は画角を示す。
【０１３４】
　各収差図から、数値実施例３は諸収差が良好に補正され、優れた結像性能を有している
ことが明らかである。
【０１３５】
　次に、本発明撮像装置について説明する。
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【０１３６】
　本発明撮像装置は、ズームレンズと該ズームレンズによって形成された光学像を電気的
信号に変換する撮像素子とを備えている。撮像装置は、ズームレンズが、正の屈折力を有
し光軸方向に対して固定された第１レンズ群と、負の屈折力を有し光軸上を移動すること
によって変倍作用を行う第２レンズ群と、正の屈折力を有し光軸方向に対して固定された
第３レンズ群と、正の屈折力を有し光軸上を移動することによって結像位置の変動を補正
すると共に物体距離の変化に伴う結像位置の変化を補正する第４レンズ群と、正の屈折力
を有し光軸方向に対して固定された第５レンズ群とが物体側より像側へ順に配置されて構
成され、第３レンズ群の物体側に開口絞りを有している。
【０１３７】
　第１レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第１レンズと、該第
１レンズに接合された凸レンズである第２レンズと、物体側に凸面を向けた凸メニスカス
レンズである第３レンズとが物体側より像側へ順に位置されて成る。
【０１３８】
　第２レンズ群は、物体側に凸面を向けた凹メニスカスレンズである第４レンズと、両凹
レンズである第５レンズと、該第５レンズに接合された凸レンズである第６レンズとが物
体側より像側へ順に位置されて成る。
【０１３９】
　第３レンズ群は凸レンズである第７レンズから成り、第４レンズ群は少なくとも２枚以
上の接合レンズから成り、第３レンズ群及び第４レンズ群には、非球面に形成された面が
少なくとも１面含まれている。
【０１４０】
　第５レンズ群は、負の屈折力を有する第５ａレンズ群と、正の屈折力を有する第５ｂレ
ンズ群と、正の屈折力を有する第５ｃレンズ群とが物体側より像側へ順に位置されて成り
、第５ａレンズ群が２枚の負レンズから成り、第５ｂレンズ群を光軸と垂直方向の成分を
有するように移動させて像を変位させることを可能としている。
【０１４１】
　上記のように構成された撮像装置におけるズームレンズは、以下の条件式（１）乃至条
件式（４）を満足する。
（１）０．８＜ｆ３／ｆ４＜１．５
（２）０．１５＜ｆｗ／φ１＜０．１７　　　　　
（３）－３．０＜ｆ５ｃ／ｆ５ａ＜－１．５　　　　
（４）０．１５＜｜｛１－（βａ）２｝・（βｂ）２｜＜０．４５
但し、
ｆ３：第３レンズ群の合成焦点距離
ｆ４：第４レンズ群の合成焦点距離
ｆｗ：広角端状態におけるレンズ全系での焦点距離
φ１：第１レンズの物体側面の有効径
ｆ５ｃ：第５ｃレンズ群の合成焦点距離
ｆ５ａ：第５ａレンズ群の合成焦点距離
βａ：第５ａレンズ群の横倍率
βｂ：第５ｂレンズ群の横倍率
とする。
【０１４２】
　従って、本発明撮像装置にあっては、第２レンズ群を光軸方向へ移動させて変倍を行い
、第４レンズ群を光軸方向へ移動させて変倍に伴う結像位置の変動を補正すると共に第４
レンズ群を移動させてフォーカスを行うようにすることにより、第３レンズ群と第４レン
ズ群との空間の有効利用を図りレンズ全長の短縮化を効果的に達成することができる。
【０１４３】
　また、条件式（１）乃至条件式（４）を満足することにより、レンズ全長の短縮化、広
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角端と中間焦点領域における収差補正、レンズ系の組立時における第５ａレンズ群と第５
ｃレンズ群の相対偏芯による性能劣化の軽減及び手振れ補正群の光軸方向におけるガタに
よる性能劣化の軽減を図ることができる。
【０１４４】
　図２３に、本発明撮像装置の一実施形態によるデジタルスチルカメラのブロック図を示
す。
【０１４５】
　撮像装置（デジタルスチルカメラ）１０は、被写体像を光学的に取得するレンズ部２０
と、該レンズ部２０によって取得した被写体像を光学像として電気的画像信号に変換し、
変換された電気的画像信号に種々の処理を施すと共にレンズ部２０を制御する機能を有す
るカメラ本体部３０とを備えている。
【０１４６】
　レンズ部２０は、レンズやフィルタ等の光学要素から成るズームレンズ２１、ズーミン
グに際して可動レンズ群を移動させるズーム駆動部２２、フォーカシングに際して可動レ
ンズ群を移動させるフォーカス駆動部２３、手振れ補正時等に際してシフトレンズ群を光
軸に垂直な成分を持つ方向へシフトさせるシフトレンズ駆動部２４及び開口絞りの開口系
の大きさを制御するアイリス駆動部２５を備える。
【０１４７】
　ズームレンズ２１には、上記したズームレンズ１乃至ズームレンズ３の何れか、又は、
これらの数値実施例１乃至数値実施例３等の本発明ズームレンズを適用することができる
。
【０１４８】
　カメラ本体部３０は、ズームレンズ２１を介して取り込まれた光学像を電気的画像信号
に変換する撮像素子３１を備えている。
【０１４９】
　撮像素子３１として、例えば、ＣＣＤ（Charge Coupled Device）やＣＭＯＳ（Complem
entary Metal-Oxide Semiconductor）等を適用することができる。撮像素子３１から出力
された電気的画像信号は、画像処理回路３２によって各種の処理が施された後、所定の方
式でデーター圧縮され、画像データーとして画像メモリー３３に一時保存される。
【０１５０】
　カメラ制御ＣＰＵ（Central Processing Unit）３４は、カメラ本体部３０及びレンズ
部２０の全体の制御を司る機能を有し、画像メモリー３３に一時的に保存された画像デー
ターを読み出し、液晶表示装置（ＬＣＤ）３５に表示したり、外部メモリー３６に保存し
たりする。カメラ制御ＣＰＵ３４は、外部メモリー３６に保存されている画像データーを
読み出して液晶表示装置３５への表示をも行う。
【０１５１】
　シャッターレリーズスイッチやズーミングスイッチ等の操作部４０が操作されると、こ
の操作に応じた信号がカメラ制御ＣＰＵ３４に入力され、カメラ制御ＣＰＵ３４によって
入力された信号に基づいて各部が制御される。例えば、シャッターレリーズスイッチが操
作されると、カメラ制御ＣＰＵ３４からタイミング制御部３７へ指令信号が送出され、ズ
ームレンズ２１を介して取り込まれた光線が撮像素子３１に入力され、かつ、タイミング
制御部３７によって撮像素子３１の信号読み出しタイミングが制御される。
【０１５２】
　ズームレンズ２１の制御に関する信号、例えば、ＡＦ（Auto Focus）信号、ＡＥ（Auto
 Exposure）信号、ズーミング信号等は、カメラ制御ＣＰＵ３４からレンズ制御部３８に
送出され、レンズ制御部３８によってズーム駆動部２２、フォーカス駆動部２３及びアイ
リス駆動部２５が制御されて、ズームレンズ２１が所定の状態に遷移される。
【０１５３】
　撮像装置１０には、撮像素子３１の振動等によって発生する手振れを検知する手振れセ
ンサー３９が設けられており、該手振れセンサー３９が手振れを検知すると、その検知信
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号がカメラ制御ＣＰＵ３４に入力され、カメラ制御ＣＰＵ３４によって補正信号が生成さ
れ、該補正信号がレンズ制御部３８を介してカメラ部２０のシフトレンズ駆動部２４に送
出される。補正信号がシフトレンズ駆動部２４に入力されると、入力された補正信号に基
づいて、シフトレンズ駆動部２４によって手振れによる撮像素子３１における像の変位を
キャンセルする方向にシフトレンズ（上記第５レンズ群５Ｌの第５ｂレンズ群）が移動さ
れる。
【０１５４】
　尚、上記した実施の形態においては、撮像装置をデジタルスチルカメラに適用した例を
示したが、撮像装置の適用範囲はデジタルスチルカメラに限られることはなく、デジタル
ビデオカメラとして適用することもできる。
【０１５５】
　また、上記各実施の形態において示した各部の形状及び数値は、何れも本発明を実施す
るための具体化のほんの一例に過ぎず、これらによって本発明の技術的範囲が限定的に解
釈されることがあってはならないものである。
【図面の簡単な説明】
【０１５６】
【図１】図２乃至図２３と共に本発明撮像装置及びズームレンズを実施するための最良の
形態を示すものであり、本図は、ズームレンズの屈折力配置を示す図である。
【図２】本発明ズームレンズの第１の実施の形態のレンズ構成を示す図である。
【図３】図４及び図５と共に第１の実施の形態に具体的数値を適用した数値実施例１の収
差図を示し、本図は、広角端状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を
示す図である。
【図４】中間焦点距離状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を示す図
である。
【図５】望遠端状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を示す図である
。
【図６】図７及び図８と共に第１の実施の形態に具体的数値を適用した数値実施例１の０
．５度相当のレンズシフト状態でのコマ収差を示すものであり、本図は、広角端における
コマ収差を示す図である。
【図７】中間焦点距離状態におけるコマ収差を示す図である。
【図８】望遠端状態におけるコマ収差を示す図である。
【図９】本発明ズームレンズの第２の実施の形態のレンズ構成を示す図である。
【図１０】図１１及び図１２と共に第２の実施の形態に具体的数値を適用した数値実施例
２の収差図を示し、本図は、広角端状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ
収差を示す図である。
【図１１】中間焦点距離状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を示す
図である。
【図１２】望遠端状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を示す図であ
る。
【図１３】図１４及び図１５と共に第２の実施の形態に具体的数値を適用した数値実施例
２の０．５度相当のレンズシフト状態でのコマ収差を示すものであり、本図は広角端にお
けるコマ収差を示す図である。
【図１４】中間焦点距離状態におけるコマ収差を示す図である。
【図１５】望遠端状態におけるコマ収差を示す図である。
【図１６】本発明ズームレンズの第３の実施の形態のレンズ構成を示す図である。
【図１７】図１８及び図１９と共に第３の実施の形態に具体的数値を適用した数値実施例
３の収差図を示し、本図は、広角端状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ
収差を示す図である。
【図１８】中間焦点距離状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を示す
図である。
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【図１９】望遠端状態における球面収差、非点収差、歪曲収差及びコマ収差を示す図であ
る。
【図２０】図２１及び図２２と共に第３の実施の形態に具体的数値を適用した数値実施例
３の０．５度相当のレンズシフト状態でのコマ収差を示すものであり、本図は広角端にお
けるコマ収差を示す図である。
【図２１】中間焦点距離状態におけるコマ収差を示す図である。
【図２２】望遠端状態におけるコマ収差を示す図である。
【図２３】本発明撮像装置の一実施形態を示すブロック図である。
【符号の説明】
【０１５７】
　１…ズームレンズ、２…ズームレンズ、３…ズームレンズ、Ｌ１…第１レンズ群、Ｌ２
…第２レンズ群、Ｌ３…第３レンズ群、Ｌ４…第４レンズ群、Ｌ５…第５レンズ群、Ｌ５
ａ…第５ａレンズ群、Ｌ５ｂ…第５ｂレンズ群、Ｌ５ｃ…第５ｃレンズ群、１０…撮像装
置、２１…ズームレンズ、３１…撮像素子

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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